
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [139,103円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [96.2]
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [8.32人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [12.6%]

類似団体内順位
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [292,087円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

敦賀市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
●財政力指数
　昭和６３年度の日本原電敦賀２号機に対する課税開始により財政力指数が１を超え普通交付税の不交付団体となった
が、本市の課税は償却資産が主であり、減価償却による税収の減が大きいため指数は徐々に悪化している。

●経常収支比率
　税収等が多いため、他団体と比較すると良好な数値となっている。しかし、高齢化等により扶助費などの経常経費が増加し
ているため、退職者の不補充により職員数を削減するなど経常経費の削減に努めた。今後は集中改革プランに掲げた定員
管理計画に基づき更なる経費の削減に努める。

●人口１人当たり人件費・物件費等決算額
　他団体と比較して多くなっているのは、主に保育園を直営で行っているためである。現在、集中改革プランに基づき公立保
育園の民営化を順次行っており、今後は人件費・物件費等の削減が見込まれる。

●人口１人当たり地方債現在高
　過去からの起債抑制策により、類似団体平均を下回っている。年２０億円程度を起債発行額の上限とし、健全な財政運営に
努める。
●実質公債費比率
　普通会計においては、２０億円程度を起債発行額の上限とし、普通会計とあわせて算定される特別・企業会計における起債
発行額も必要最小限に抑え、健全な財政運営に努める。

●ラスパイレス指数
　ラスパイレス指数の算定に使用する職員構成の変動により、前年よりラスパイレス指数は上昇しているものの類似団体や県
内市と比較すれば、適切な水準であると考えられる。今後とも職務・職責を踏まえた給与体系の整備に努めたい。
●人口1,000人当たり職員数
　人員の配置見直し等により、職員数は減少しているが、依然として類似団体内では職員数が多い部類に入る。今後は集中
改革プランに基づき平成２２年度までに５年間で５５人の削減の達成を目指し、より一層の職員配置の適正化に努めたい。


